
　 （２）補助金等交付　①②

（２）補助金等交付
①補助金等交付の件数

備考

件 調査中

件 調査中

123 件

②補助金等交付の総額
備考

百万円 調査中

百万円 調査中

32,268 百万円

平成17年度

平成18年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成16年度



（２）補助金等交付　③④

（２）補助金等交付
③補助金等交付件数の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位30団体）
④③の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1

財団法人都道府県会館

12 1,789 1
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（４月分　第１～８
回）

2
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（６月分　第１７～
２４回）

3
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（１０月分　５２～
６１回）

4
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（５月分　第９～１
６回）

5
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（７月分　２５～３
２回）

1 1

18 2

財団法人原子力安全技術セン
ター

5 92 1

規制調査業務の充実強化に係
る基盤調査

2

原子力安全規制等情報公開施
設の運営等事業

3
耐震設計審査指針類等の安全
審査指針類についての国民の
理解増進に関する調査

4

原子力安全規制等情報公開施
設の運営等事業

5

放射性物質の輸送に関する調
査

17 10

18 3

株式会社野村総合研究所

5 83 1

名護市金融業務・情報通信産
業特別地区振興事業

2

沖縄振興計画後期展望推進調
査

3

亜熱帯研究プロジェクトの可能
性調査

4

平成18年度特別自由貿易地域
振興事業調査

5

観光リゾート産業人材確保促進
調査

6 6

18 4

国立大学法人東京大学

5 69 1
メチル水銀とダイオキシンの複
合曝露による次世代の高次脳
機能のリスク評価手法

2 免疫細胞生物学的・構造生物
学的手法を用いた食品成分の
アレルギー発現性評価法の研
究

3
ＢＳＥにおける脊柱・筋肉内神
経組織のリスク評価と経口摂取
βシート蛋白の体内動態

4
食品災禍時のリスクコミュニケー
ションの実態調査及び災禍の
性格分類

5
双方向情報交換実験によるＩＴ
活用型リスクコミュニケーション
手法に関する研究

4 4

18 5

株式会社三菱総合研究所

4 101 1 独立行政法人、国立大学法人
等の研究開発成果及びマネジ
メントの実態についてのデータ
ベース構築に関する調査

2
「持続可能な発展に向けたエネ
ルギーと地球温暖化に関する
調査・研究」支援業務

3

「学協会の機能強化方策につ
いての調査・研究」支援業務

4

地方公共料金の低廉化に向け
た取組についての調査分析

5 － 6 6

18 6

財団法人原子力安全研究協会

4 56 1

安全研究フォーラムに関する運
営及び関連調査

2 発電用原子炉施設に関する耐
震設計審査指針の改訂につい
ての技術的解説の作成と今後
の研究課題等の調査

3
安全審査指針類の体系的な見
直しに係る国際的な基準の調
査

4
安全審査指針類の総合評価に
係わる基礎的・技術的検討調
査

5 － 3 0

18 7

財団法人日本総合研究所

4 44 1 ポスト京都議定書に向けた経
済・環境統計情報の整備及び
モデル分析のための総合的研
究

2
世代会計を用いた世代間の給
付・負担構造及び政府債務残
高に関する調査

3

ＢＲＩＣｓ諸国の経済改革と今後
の課題

4

新しいライフスタイルの創出と
地域再生に関する調査研究

5 － 2 1

18 8

日本エヌ・ユー・エス株式会社

4 37 1

原子力安全規制へのリスク情報
活用に関する調査

2

米国実用発電炉の検査の実効
性に関する調査

3
リスク情報活用に関する米国の
最新動向及び国民理解に向け
た活動の調査

4

新しい規制方法に関する予備
的調査

5 － 0 0

18 9

株式会社遺棄化学兵器処理機
構

3 8,186 1

遺棄化学兵器処理事業総合管
理業務

2 中華人民共和国の吉林省ハル
バ嶺以外の各地域において発
見される遺棄化学兵器等の発
掘回収業務

3
中華人民共和国吉林省ハルバ
嶺における発掘回収作業開始
前の準備業務

4 － 5 － 0 0

18 10

独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構

3 6,679 1
平成１８年度　独立行政法人沖
縄科学技術研究基盤整備機構
運営費交付金

2
独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構施設整備費補
助金（造成）

3
独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構施設整備費補
助金

4 － 5 － 2 1

18 11

独立行政法人日本原子力研究
開発機構

3 35 1
ＭＯＸ燃料軽水炉の炉物理的
解析精度評価に関する研究調
査

2

原子力安全に関する国際動向
調査

3

国際的な核不拡散体制強化に
関する制度整備構想の調査

4 － 5 － 8 8

18 12

独立行政法人国民生活セン
ター

2 3,081 1

平成１８年度　独立行政法人国
民生活センター運営費交付金

2
平成１８年度　独立行政法人国
民生活センター施設整備費補
助金

3 － 4 － 5 － 2 2

18 13

内閣共済組合

2 2,806 1

国家公務員共済組合負担金

2

基礎年金国家公務員共済組合
負担金

3 － 4 － 5 － － － 共済組合のため

備考

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称） 備考

調査中

年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

年度 番号

備考

調査中

年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）



（２）補助金等交付　③④

18 14

独立行政法人北方領土問題対
策協会

2 846 1
平成１８年度　独立行政法人北
方領土問題対策協会一般業務
勘定運営費交付金

2

平成１８年度　北方地域旧漁業
権者等貸付事業費補助金

3 － 4 － 5 － 5 2

18 15

財団法人沖縄県産業振興公社

2 806 1
平成１８年度　沖縄新産業創出
対策事業推進費補助金（沖縄
産学官共同研究推進事業）

2
平成１８年度　バイオベン
チャー企業研究開発支援事業
費補助金

3 － 4 － 5 － 0 0

18 16

グラムコ株式会社

2 37 1

離島地域資源活用・産業育成
モデル事業支援

2

離島グループブランド運営体制
調査

3 － 4 － 5 － 0 0

18 17

社団法人日本リサーチ総合研
究所

2 34 1
Ｍ＆Ａ関連海外法制度および
関連統計・経済分析に関する
調査研究

2

Ｍ＆Ａ研究会の運営および報
告書作成

3 － 4 － 5 － 7 0

18 18

国立大学法人帯広畜産大学

2 25 1
多剤耐性サルモネラの食品を
介した健康被害のリスク評価に
関する研究

2
ＢＳＥのリスク評価とサーベイラ
ンスの効果的手法の研究：北海
道の場合

3 － 4 － 5 － 0 0

18 19

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング株式会社

2 24 1
アジア諸国における統計の現
状と課題に関する調査－アジア
地域統計協力に向けて－

2
英独仏における外国人問題へ
の取り組み及びその課題に関
する調査研究

3 － 4 － 5 － 4 4

18 20

財団法人日本エネルギー経済
研究所

2 22 1
総合的な経済・エネルギー・環
境分析に資する技術情報の整
備のための研究

2

世界の原子力事情に関する調
査

3 － 4 － 5 － 8 5

18 21

株式会社サイマル・インターナ
ショナル

2 19 1
「バブルの発生・崩壊からデフ
レ克服までの日本経済とマクロ
経済政策に関する準備的研究
会及び国際ワークショップ」（仮
称）会議運営実施業務

2
"The Micro Foundations of
East Asian Economic
Integration"ワークショップ及び
公開フォーラム会議運営実施
業務

3 － 4 － 5 － 0 0

18 22

株式会社リベルタス・コンサル
ティング

2 14 1 経済連携交渉の更なる加速
を中心としたグローバル化
改革とＯＤＡの戦略的活用
に関する調査

2

幸福度の研究に関する調査

3 － 4 － 5 － 0 0

18 23

沖縄振興開発金融公庫

1 3,488 1 沖縄振興開発金融公庫補給
金

2 － 3 － 4 － 5 － 3 2

18 24

独立行政法人国立公文書館

1 1,869 1 平成１８年度　独立行政法
人国立公文書館運営交付金

2 － 3 － 4 － 5 － － － 特定独法

18 25

財団法人沖縄観光コンベンショ
ンビューロー

1 1,238 1 平成１８年度　沖縄自動車
道利用促進事業費補助金

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 26

財団法人関西社会経済研究所

1 127 1 平成18年度　少子高齢化の
下での持続的成長と財政再
建に関する国際共同研究調
査

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 27

財団法人政策科学研究所

1 120 1 平成18年度　イノベーショ
ン政策及びイノベーション
策定に資する基礎調査に関
する国際共同研究調査

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 28

財団法人あしたの日本を創る
協会

1 37 1 平成18年度社会連帯事業推
進

2 － 3 － 4 － 5 － 7 3

18 29

社団法人科学技術国際交流セ
ンター

1 37 1 科学技術と社会のあり方に
関する国際的な価値観の構
築に向けた調査

2 － 3 － 4 － 5 － 4 0

18 30

財団法人社会経済生産性本部

1 29 1 原子力政策における市民参
加促進のための調査

2 － 3 － 4 － 5 － 1 1



（２）補助金等交付　⑤⑥

（２）補助金等交付
⑤補助金等交付総額の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位30団体）
⑥⑤の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1

株式会社遺棄化学兵器処理機
構

3 8,186 1

遺棄化学兵器処理事業総合管
理業務

2 中華人民共和国の吉林省ハル
バ嶺以外の各地域において発
見される遺棄化学兵器等の発
掘回収業務

3
中華人民共和国吉林省ハルバ
嶺における発掘回収作業開始
前の準備業務

4 － 5 － 0 0

18 2

独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構

3 6,679 1
平成１８年度　独立行政法人沖
縄科学技術研究基盤整備機構
運営費交付金

2
独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構施設整備費補
助金（造成）

3
独立行政法人沖縄科学技術研
究基盤整備機構施設整備費補
助金

4 － 5 － 2 1

18 3

沖縄振興開発金融公庫

1 3,488 1 沖縄振興開発金融公庫補給
金

2 － 3 － 4 － 5 － 3 2

18 4

独立行政法人国民生活セン
ター

2 3,081 1

平成１８年度　独立行政法人国
民生活センター運営費交付金

2
平成１８年度　独立行政法人国
民生活センター施設整備費補
助金

3 － 4 － 5 － 2 2

18 5

内閣共済組合

2 2,806 1

国家公務員共済組合負担金

2

基礎年金国家公務員共済組合
負担金

3 － 4 － 5 － － － 共済組合のため

18 6

独立行政法人国立公文書館

1 1,869 1 平成１８年度　独立行政法
人国立公文書館運営交付金

2 － 3 － 4 － 5 － － － 特定独法

18 7

財団法人都道府県会館

12 1,789 1
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（４月分　第１～８
回）

2
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（６月分　第１７～
２４回）

3
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（１０月分　５２～
６１回）

4
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（５月分　第９～１
６回）

5
平成１８年度　被災者生活再建
支援金補助金（７月分　２５～３
２回）

1 1

18 8

財団法人沖縄観光コンベンショ
ンビューロー

1 1,238 1 平成１８年度　沖縄自動車
道利用促進事業費補助金

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 9

独立行政法人北方領土問題対
策協会

2 846 1
平成１８年度　独立行政法人北
方領土問題対策協会一般業務
勘定運営費交付金

2

平成１８年度　北方地域旧漁業
権者等貸付事業費補助金

3 － 4 － 5 － 5 2

18 10

財団法人沖縄県産業振興公社

2 806 1
平成１８年度　沖縄新産業創出
対策事業推進費補助金（沖縄
産学官共同研究推進事業）

2
平成１８年度　バイオベン
チャー企業研究開発支援事業
費補助金

3 － 4 － 5 － 0 0

18 11

財団法人関西社会経済研究所

1 127 1 平成18年度　少子高齢化の
下での持続的成長と財政再
建に関する国際共同研究調
査

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 12

財団法人政策科学研究所

1 120 1 平成18年度　イノベーショ
ン政策及びイノベーション
策定に資する基礎調査に関
する国際共同研究調査

2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 13

株式会社三菱総合研究所

4 101 1 独立行政法人、国立大学法人
等の研究開発成果及びマネジ
メントの実態についてのデータ
ベース構築に関する調査

2
「持続可能な発展に向けたエネ
ルギーと地球温暖化に関する
調査・研究」支援業務

3

「学協会の機能強化方策につ
いての調査・研究」支援業務

4

地方公共料金の低廉化に向け
た取組についての調査分析

5 － 6 6

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

年度 番号 相手先団体の名称

年度 番号 相手先団体の名称

調査中

調査中

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称） 備考

備考



（２）補助金等交付　⑤⑥

18 14

財団法人原子力安全技術セン
ター

5 92 1

規制調査業務の充実強化に係
る基盤調査

2

原子力安全規制等情報公開施
設の運営等事業

3
耐震設計審査指針類等の安全
審査指針類についての国民の
理解増進に関する調査

4

原子力安全規制等情報公開施
設の運営等事業

5

放射性物質の輸送に関する調
査

17 10

18 15

株式会社野村総合研究所

5 83 1

名護市金融業務・情報通信産
業特別地区振興事業

2

沖縄振興計画後期展望推進調
査

3

亜熱帯研究プロジェクトの可能
性調査

4

平成18年度特別自由貿易地域
振興事業調査

5

観光リゾート産業人材確保促進
調査

6 6

18 16

国立大学法人東京大学

5 69 1
メチル水銀とダイオキシンの複
合曝露による次世代の高次脳
機能のリスク評価手法

2 免疫細胞生物学的・構造生物
学的手法を用いた食品成分の
アレルギー発現性評価法の研
究

3
ＢＳＥにおける脊柱・筋肉内神
経組織のリスク評価と経口摂取
βシート蛋白の体内動態

4
食品災禍時のリスクコミュニケー
ションの実態調査及び災禍の
性格分類

5
双方向情報交換実験によるＩＴ
活用型リスクコミュニケーション
手法に関する研究

4 4

18 17

財団法人原子力安全研究協会

4 56 1

安全研究フォーラムに関する運
営及び関連調査

2 発電用原子炉施設に関する耐
震設計審査指針の改訂につい
ての技術的解説の作成と今後
の研究課題等の調査

3
安全審査指針類の体系的な見
直しに係る国際的な基準の調
査

4
安全審査指針類の総合評価に
係わる基礎的・技術的検討調
査

5 － 3 0

18 18

財団法人日本総合研究所

4 44 1 ポスト京都議定書に向けた経
済・環境統計情報の整備及び
モデル分析のための総合的研
究

2
世代会計を用いた世代間の給
付・負担構造及び政府債務残
高に関する調査

3

ＢＲＩＣｓ諸国の経済改革と今後
の課題

4

新しいライフスタイルの創出と
地域再生に関する調査研究

5 － 2 1

18 19

財団法人あしたの日本を創る
協会

1 37 1 平成18年度社会連帯事業推
進

2 － 3 － 4 － 5 － 7 3

18 20

社団法人科学技術国際交流セ
ンター

1 37 1 科学技術と社会のあり方に
関する国際的な価値観の構
築に向けた調査

2 － 3 － 4 － 5 － 4 0

18 21

グラムコ株式会社

2 37 1

離島地域資源活用・産業育成
モデル事業支援

2

離島グループブランド運営体制
調査

3 － 4 － 5 － 0 0

18 22

日本エヌ・ユー・エス株式会社

4 37 1

原子力安全規制へのリスク情報
活用に関する調査

2

米国実用発電炉の検査の実効
性に関する調査

3
リスク情報活用に関する米国の
最新動向及び国民理解に向け
た活動の調査

4

新しい規制方法に関する予備
的調査

5 － 0 0

18 23

独立行政法人日本原子力研究
開発機構

3 35 1
ＭＯＸ燃料軽水炉の炉物理的
解析精度評価に関する研究調
査

2

原子力安全に関する国際動向
調査

3

国際的な核不拡散体制強化に
関する制度整備構想の調査

4 － 5 － 8 8

18 24

社団法人日本リサーチ総合研
究所

2 34 1
Ｍ＆Ａ関連海外法制度および
関連統計・経済分析に関する
調査研究

2

Ｍ＆Ａ研究会の運営および報
告書作成

3 － 4 － 5 － 7 0

18 25

財団法人社会経済生産性本部

1 28 1

原子力政策における市民参加
促進のための調査

2 － 3 － 4 － 5 － 1 1

18 26

国立大学法人帯広畜産大学

2 25 1
多剤耐性サルモネラの食品を
介した健康被害のリスク評価に
関する研究

2
ＢＳＥのリスク評価とサーベイラ
ンスの効果的手法の研究：北海
道の場合

3 － 4 － 5 － 0 0

18 27

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング株式会社

2 24 1
アジア諸国における統計の現
状と課題に関する調査－アジア
地域統計協力に向けて－

2
英独仏における外国人問題へ
の取り組み及びその課題に関
する調査研究

3 － 4 － 5 － 4 4

18 28

株式会社国建

1 23 1
駐留軍用地跡地利用に関する
市町村支援事業（アドバイザー
派遣等事業）

2 － 3 － 4 － 5 － 1 1

18 29

財団法人日本エネルギー経済
研究所

2 22 1
総合的な経済・エネルギー・環
境分析に資する技術情報の整
備のための研究

2

世界の原子力事情に関する調
査

3 － 4 － 5 － 8 5

18 30

株式会社ドゥリサーチ研究所

1 20 1 2 3 － 4 － 5 － 0 0



（２）補助金等交付　⑦⑧

（２）補助金等交付

⑧⑦の団体における国家公務員再就職者の在籍数

国家公務員再就職者の

件数 交付総額 在籍数（人）

(件) （百万円）

16 1 2 3 4 5

17 1 2 3 4 5

18 1 2 3 4 5

計

⑦平成16年度から18年度の３カ年続けて補助金等を交付している団体について、相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

調査中

備考

内、常勤者
数

番号 相手先団体の名称 年度



（２）補助金等交付　⑨⑩

（２）補助金等交付

備考
内、常勤者数

調査中

年度 番号 交付金額(百万円)
当該団体に対する個々の補助金等

交付目的（補助金等の名称）

⑨平成16年度から18年度の補助金等交付総額が2,000万円以上の団体の内、当該団体の平成16年度から18年度の各事業年度総収入に対する当該機関から
の当該年度の補助金等交付額が占める割合が平成16年度から18年度の３ヵ年連続して20％超の団体に対する個々の補助金等交付の年度、交付目的、交付
金額

⑩⑨の団体における国家公務員再就職者の在籍数

番号 相手先団体の名称
国家公務員再就職者の在籍数（人）
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